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家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画 

和 歌 山 県   

 

本県においては、「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」（平

成 11 年法律第 112 号以下「法」という。）に基づく管理基準は、ほぼすべての適用

対象農家において遵守される状況となっていますが、畜産経営の大規模化、混住化

が進展した結果、生産した家畜堆肥の自己経営内、地域内での有効活用、悪臭の発

生しない良質堆肥生産技術の普及が課題となっています。 

このため、県、市町村、農業関係団体、畜産農家、耕種農家等の関係者は一体と

なって、次に掲げる事項に留意し、家畜排せつ物の利用を促進するための取組を、

令和 12 年度を目標に計画的に推進するものとします。 

 

第１ 家畜排せつ物の利用の目標 

 

１ 現状と目標 

（１）畜産の現状 

本県の畜産は、県民の食生活の変化や京阪神地域など消費地に隣接した立地条件

を背景に、発展してきました。また、熊野牛、紀州和華牛、紀州うめどりなど地域

の特色を活かした取組を行っているところも特徴です。 

令和６年の県全体の農業産出額は、1,286 億円あり、畜産の産出額は 36 億円で

県の農業産出額の 2.8％を占めています。 

また、その畜種別内訳は、鶏が最も高く 16 億円、次に肉用牛が 8 億円、乳用牛

が 6億円、豚が 1億円、その他が 4億円となっています（表１）。 

 

表１　畜産経営の現状

乳用牛 6 6

肉用牛 41 8
豚 6 1

採卵鶏 19
ブロイラー 20
その他 4

            　　  鶏の産出額は採卵鶏とブロイラーの合計

※飼養戸数：令和8年２月１日飼養頭羽数調査　県畜産課調べ

　 産 出 額 ：令和7年１２月２３日公表　令和６年農業産出額（農林水産省大臣官房統計部）

254 13
16

314 16

490 82
2,423 59
1,173 196

産出額
（億円）

畜種
飼養戸数

（戸）
飼養頭羽数
（頭・千羽）

１戸当たり飼養
頭羽数（頭・千羽）
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（２）家畜排せつ物の利用の現状 

本県における年間の家畜排せつ物発生量は、令和８年で 61,693ｔ（表２）、窒素

量に換算して 723ｔと推定されます（表３）。 

 

  
 

表３ 家畜排せつ物発生量と窒素換算発生量の試算 

 

 

このうち、畜舎内や処理・保管過程で大気中に揮散する窒素が 216.9ｔあるほか、

農地還元利用に仕向けられるのが 506.1ｔと推定されます。 

 

＜窒素換算発生量と農地還元利用仕向け量の試算＞ 

・家畜排せつ物発生量（窒素量換算）          723.0ｔ …① 

    耕地面積                     30,700ha  …② 

     １ha あたりの農地還元利用仕向け         ①÷②      23.6kg/ha 

・畜舎内（10％）保管処理（20％）の揮散（窒素量換算） 

表２　家畜排せつ物発生量の試算

畜種

乳用牛

肉用牛

豚

採卵鶏

ブロイラー

計

注：数処理の関係上、計と内訳が一致しない場合があります。

61,693 100.0

2,691 4.4

12,440 20.2

14,899 24.2

年間排せつ物量（ｔ） 割合(%)

9,265 15.0

22,397 36.3

搾乳牛 14

乾乳牛 1

育成牛 1

２歳未満 24

２歳以上 19

乳用種 4

肉豚 7

繁殖豚 1

雛

成鶏

出典等
令和8年2月1日

飼養頭羽数調査

畜産課調べ

「家畜ふん尿処理・利用の手引き（1998）」
財団法人畜産環境整備機構

「用水と廃水、35巻
10号（1993年）」よ
り算出

（算出値）

298

合計 61,693 723

ブロイラー（千羽以上） 314 0.130 14,899 2.0

採卵鶏
（千羽以上）

6 0.059 129
2.0

3.3 7.0 124 263
豚 1.0

3

248 0.136 12,311 246

1,268 507 5

1,070 2.1 3.8 820 1,484

33

970 20.0 6.7 7,078 2,371 28

193

0.5

肉用牛

1,260 17.8 6.5 8,184 2,989

0.4 0.8

0.4 0.872 29.7 6.1 779 160

7.2

6,064

346

18.0

乳用牛

8

103

1

24

1

尿
（％）

130

ふん
（ｔ）

3

365 45.5 13.4 1,786

53 17.9 6.7

尿
（ｔ）

区分

飼養頭羽数
排せつ物量

（１頭羽当たり）
年間排せつ物発生量

(生重)
窒素含有率
（現物中）

年間排せつ物発生量
（窒素量換算）

頭、千羽
ふん

（kg/hd/day）
尿

（kg/hd/day）
ふん
（ｔ）

尿
（ｔ）

ふん
（％）

注：端数処理の関係上、計と内訳が一致しない場合があります。 
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    揮散量                     ①×30％  216.9ｔ  …③ 

    農地還元利用仕向け量         ①×70％  506.1ｔ …④ 

・揮散量を考慮（窒素量換算） 

     １ha あたりの農地還元利用仕向け       ④÷②   16.5kg/ha 

 

注：実際には、浄化放流等により、農地還元に仕向けられない量もあると考えられ

るが、その割合は小さいと推測されること等から、試算では考慮していない。 

    耕地面積：令和７年２月２８日 農林水産省大臣官房統計部公表  

作物統計調査 令和６年耕地面積（7月 15 日現在） 

 

現在、発生する排せつ物のうち、ふんの処理方法については、施設で堆肥化や浄

化処理（施設処理）している割合は 90.7％、簡易的な方法により堆肥化（簡易対

応）している割合は 7.9％、堆肥化せずに耕種農家等に譲渡（直接譲渡）している

割合は 1.4％となっており、ほとんどが堆肥化されている状況です（表４）。 

また、生産された堆肥のうち、47.4％が有償販売、35.0％が無償譲渡、11.6％が

飼料畑や果樹畑で自家消費されており、余剰は 6.0％にとどまります（表５）。 

 

 
 

 

 

表４　処理方法及び堆肥化割合

牛 96.8 0.5 2.7 97.3

豚 89.4 10.6 0.0 100.0

採卵鶏 99.3 0.7 0.0 100.0

ブロイラー 74.1 25.5 0.4 99.6

県全体 90.7 7.9 1.4 98.6

令和８年度畜産課調べ

単位：％ 施設処理 簡易対応 直接譲渡 堆肥化率

表５　堆肥仕向け先

   有償    無償

   販売    譲渡

牛 67.5 14.2 17.2 1.1

豚 55.1 28.8 16.1 0.0

採卵鶏 57.8 27.3 2.9 11.9

ブロイラー 6.1 75.0 9.7 9.2

県全体 47.4 35.0 11.6 6.0

令和８年度県畜産課調べ

  自家消費 余剰単位：％
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（３）家畜排せつ物の利用の目標 

令和 12 年度を目標年度とする「和歌山県酪農・肉用牛生産近代化計画」及び「和

歌山県の畜産業の令和 12 年度目標数値」では、飼養頭数において、肉用牛、採卵

鶏、ブロイラーの頭羽数が増加するものとしています。また、豚、乳用牛は横ばい

と見込んでいます。 

このため、令和 12 年度における県内の家畜排せつ物の年間発生量は約 72,799ｔ

と推定されます（表６）。 

 

 

 

 

 

そこで、堆肥化のさらなる推進を図るとともに、生産堆肥の利用促進を目指し、

令和 12 年度を目標年度とした、処理方法、堆肥化割合、仕向け先分類目標を表７、

８のように定めることとします。 

また、家畜排せつ物のうち、尿については、引き続き簡易浄化設備等での適正な

処理を促します。 

 

搾乳牛

乾乳牛

育成牛

２歳未満

２歳以上

乳用種

肉豚

繁殖豚

雛

成鶏

尿
（ｔ）

ふん
（％）

尿
（％）

ふん
（ｔ）

尿
（ｔ）

乳用牛

393 45.5 13.4 6,522

区分

飼養頭羽数
排せつ物量

（１頭羽当たり）
年間排せつ物発生量

(生重)
窒素含有率
（現物中）

年間排せつ物発生量
（窒素量換算）

頭、千羽
ふん

（kg/hd/day）
尿

（kg/hd/day）
ふん
（ｔ）

1,921

0.4 0.8

26 15

77 29.7 6.1 838 172

肉用牛

1,828 17.8 6.5 11,874 4,336

3 1

50 17.9 6.7 327 122 1 1

839 1,518

26

110 18.0 7.2 723 289 3 2

0.4 0.8

47 35

1,342 20.0 6.7 9,800 3,283 39

1

採卵鶏
（千羽以上）

6 0.059 130
2.0

3

264 0.136

1.0 0.5
8 8

105 3.3 7.0 127 269 1
豚

1,095 2.1 3.8

合計 72,799 817

13,102 262

ブロイラー（千羽以上） 350 0.130 16,608 2.0 332

出典等 推定
「家畜ふん尿処理・利用の手引き（1998）」

財団法人畜産環境整備機構

「用水と廃水、35巻
10号（1993年）」よ
り算出

（算出値）

表７　令和１２年度目標　処理方法及び堆肥化割合

牛 95.0 5.0 0.0 100.0

豚 95.0 5.0 0.0 100.0
採卵鶏 100.0 0.0 0.0 100.0

ブロイラー 95.0 5.0 0.0 100.0
計 96.1 3.9 0.0 100.0

単位：％ 施設処理 簡易対応 直接譲渡 堆肥化率

表６ 令和 12 年度家畜排せつ物発生量と窒素換算発生量の試算 

注：端数処理の関係上、計と内訳が一致しない場合があります。 
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これらを達成するため、県は、市町村、関係団体等と連携し、家畜排せつ物の適

切な管理指導を継続するとともに、今後は一層、良好・良質な堆肥化、堆肥の利用

方法を指導することにより利用促進を図り、土づくり等を通じて「地域に貢献する

畜産」を推進するものとします。 

 

２ 基本的な対応方向 

（１）堆肥化処理施設の整備 

本県では、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成 11

年法律第 112 号。以下「法」という。）に基づく管理基準は、平成 11 年の法制定以

降、16 年の本格施行までの間に堆肥舎等の整備に一斉に取り組んだ結果、ほぼ全

ての畜産農家で遵守されています。 

一方、法の本格施行から 20 年が経過する中で、施行までに整備した堆肥舎等の

老朽化や規模拡大による施設の処理能力不足が全県的に課題となっており、施設の

更新や補改修が必要な状況にあります。 

県では、畜産農家が老朽化した施設の更新及び規模拡大に伴う施設の増設等を行

う際は、必要に応じて県や国の補助事業、低利融資、リース事業も活用しつつ、施

設の整備を推進していきます。 

また、施設の整備にあたっては、市町村等と連携し、農家の経営規模に応じた施

設の整備を図るものとします。 

 

（２）肥料資源としての有効利用 

環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進

等に関する法律（令和４年法律第 37 号。）に基づき、化学肥料の使用量を削減した、

持続的かつ環境への負荷の少ない農畜産業の実現を図るため、家畜排せつ物の堆肥

化の推進とともに、生産される堆肥の利用の推進が一層重要となっています。 

また、国内使用の大部分を輸出に頼るため、価格が海外情勢の影響を受けやすい

化学肥料から、国内で発生する資源を活用した肥料への転換を図るという観点から

も、家畜排せつ物の肥料利用は重要となっています。 

表８　令和１２年度目標 堆肥仕向け先

牛 50.0 0.0

豚 5.0 0.0
採卵鶏 92.0 0.0

ブロイラー 30.0 0.0
計 53.0 0.0

70.0 0.0

28.6 18.4

15.0 35.0
25.0 70.0
8.0 0.0

自家消費 余剰
販売 譲渡

有償 無償
単位：％
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本県では、肉用牛、乳用牛、ブロイラーから発生する排せつ物について、堆肥化

されていないものがあり、肉用牛、乳用牛、ブロイラー、採卵鶏の堆肥については

余剰が発生しています。よって耕種農家等の利用者ニーズに対応した堆肥の製造技

術の普及指導と利用促進を図ることとします。 

なお、堆肥の利用については、国内肥料資源として最大限効率的に活用するため、

耕種農家に対して、作物の施肥量に適した量を計画的に利用するように指導します。 

   

ア 堆肥の地域内での利用促進 

堆肥の利用の促進を図るため自給飼料生産においては、畜産農家自らの経営内利

用を推進するとともに、飼料用米等の生産拡大が進展する状況に応じ、耕種農家と

の連携による地域内での利用を推進します。 

なお、地域内における堆肥の有効利用を推進するため、各地域家畜堆肥流通協議

会が中心となって関係者の連携を図ります。また、施設や機器等の整備が必要とな

る場合には、同協議会を中心とする畜産クラスター協議会を組織し、国庫事業を円

滑に活用できる体制を整備しておくことが重要です。 

また、 牛等の排せつ物に由来する堆肥については、輸入飼料に由来する除草剤

成分のクロピラリドが含まれる可能性があり、感受性の高い農作物では生育障害を

引き起こすおそれがあるため、県は市町村や関係団体とも連携し、「牛等の排せつ

物に由来する堆肥中のクロピラリドが原因と疑われる園芸作物等の生育障害の発

生への対応について」（平成28年 12月 27日付け28消安第4228号農林水産省消費・

安全局農産安全管理課長、28 消安第 4230 号畜水産安全管理課長、28 生産第 1606

号農産局園芸作物課長、28 生産第 1607 号農産局技術普及課長、28 生産 1602 号農

産局農業環境対策課長、28 生畜第 1121 号畜産局畜産振興課長、28 生畜第 1120 号

畜産局飼料課長（最終改正：令和４年 10 月 24 日））の内容を十分に周知し、生育

障害の予防に努めるとともに、関係者間での情報共有が円滑に行われるよう指導を

行います。 

 

イ 堆肥の広域的な流通の円滑化 

耕種農家の土づくりを促進するにあたり、地域を越えた堆肥の供給を促進するこ

とが必要です。 

本県では、広域的な堆肥の流通を促進するため、県、市町村、農業協同組合等で
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家畜堆肥流通協議会が地域毎に設置されていますので、これらの協議会を活用し、

堆肥の需給のマッチングを実施します。 

さらに、耕種農家等との情報交換に基づいた堆肥の利用者ニーズに応えるため、

堆肥の成分分析、ペレット化、袋詰め等により取扱性、運搬のしやすさなどを高め

つつ、地域における利用拡大や利用の広域化を推進します。 

 

（３）畜産環境問題への対応 

混住化が進展し、臭気対策及び汚水対策が一層重要になっていることから、環境

部局との連携及び畜産クラスターの仕組みも活用して、適正な家畜の飼養管理や施

設管理の徹底、施設の密閉性や脱臭装置の設置等により、畜産環境問題の解決に努

めます。 

なお、畜産環境問題が深刻化している場合には、県は市町村と連携し地域住民と

の円滑なコミュニケーションに協力するとともに、畜産農家が実施する新たな脱臭

装置や汚水処理装置の導入、又は施設整備に対して支援するとともに、技術指導を

行うことにより、臭気対策及び汚水対策の強化を図ります。 

 

ア 悪臭対策 

臭気の低減対策については、こまめな畜舎の清掃や適切な排せつ物処理などを促

すとともに、脱臭装置や芳香剤等の有効な対策に関する情報収集を行い、積極的な

発信に努めます。 

 

イ 水質汚濁対策 

畜産農業からの排水については、水質汚濁防止法により一定規模（豚房 50 ㎡以

上、牛房 200 ㎡以上、馬房 500 ㎡）以上の畜舎を設置する事業場に対して排水基準

の遵守が求められています。 

県は規模に見合った施設の整備を促します。 

 

ウ 窒素の排出抑制 

家畜排せつ物の適正管理の徹底を改めて図るとともに土壌診断や県の施肥基準

を踏まえた施肥設計を推進することなどにより、過剰施肥による肥料成分の流出を

防ぐことで窒素の排出抑制を図ります。 
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（４）地球温暖化対策 

畜産分野からの温室効果ガスの排出量が問題となっていることから、Ｊ－クレジ

ット制度や温室効果ガス削減貢献の「見える化」等について農家に情報提供を行い

ます。 
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第２ 整備を行う処理高度化施設の内容その他の処理高度化施設の整備

に関する目標 

 

１ 本県における施設整備の現状と基本的考え方 

本県においては、これまで畜産経営環境整備対策として、関係者が一体となって環

境保全に取り組んできた結果、処理施設については、必要とされる施設数がおおむね

整備されています（表９）。 

 

今後は、老朽化した施設の補改修や機能強化を推進していきます。 

また、処理高度化施設の整備に関する目標については、令和 12 年度を目標年度と

して、地域における家畜排せつ物の需給状況、整備された施設の稼働状況、社会・住

居環境等を踏まえて、さらに処理の集約化や処理機能の高度化を図ることを基本とし、

撹拌・通気装置等を備えた堆肥化施設、密閉型発酵施設、焼却等処理施設の整備に努

めるものとします。 

また、既存の堆肥化施設の処理機能の高度化やストックヤードの整備等、堆肥の地

域内流通による利用促進に努めるものとします。 

今後、農家の高齢化に伴う作業労力の不足等、耕種や畜産における共通の課題に対

応することが家畜排せつ物の利用促進に重要であることから、耕畜連携を促進するた

めの堆肥散布機等の整備等を必要に応じ支援するものとします。 

 

２ 地域ごとの施設整備の方向 

（１）紀北地域（海草・那賀・伊都地域） 

本地域は、周辺環境が都市化しているものの、肉用牛経営や養鶏経営が行われて

います。 

処理施設は、堆肥舎の他、強制発酵処理施設の整備等、臭気等の発生防止に配慮

した施設整備が進んでいます。 

表９　　家畜排せつ物処理施設の整備状況

乳用牛 4 2 0 0 0 2 1 2
肉用牛 30 10 0 0 0 1 4 4

豚 5 1 0 0 0 2 1 0
採卵鶏 12 5 6 0 0 0 0 1

ブロイラー 13 0 0 0 0 0 2 5
計 64 18 6 0 0 5 8 12

令和８年２月１日飼養頭羽数調査　県畜産課調べ

単位：延べ戸数

堆肥舎
強制発酵

施設
乾燥（天日・機

械式）施設
貯留槽 液肥化

汚水浄化
施設 簡易対応

その他

(焼却施設含む)
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本地域では、野菜、果樹、水稲等多品目の生産が盛んです。 

利用の促進にあたっては、耕畜連携を進める観点から堆肥のペレット化機械の整

備による処理技術の向上やその施用を推進するものとします。 

 

（２）紀中地域（有田・日高地域） 

本地域は、企業による大規模肉用牛経営や採卵鶏、及びブロイラー等の養鶏経営

が行われています。処理施設は、堆肥舎や乾燥施設及び強制発酵施設等が整備され

ていますが、老朽化等により整備を必要とする施設もあるため、必要に応じ支援を

しながら整備を促すものとします。 

本地域の農業は、うんしゅうみかん、うめなどの果樹を中心に、野菜、花き、水

稲等といった多品目が生産されており、野菜や花きの施設栽培も盛んです。 

利用の促進にあたっては、堆肥の需要形態に即応する施設整備や耕畜連携による

利用を推進するものとします。 

 

（３）紀南地域（西牟婁・東牟婁地域） 

本地域は肉用牛経営が盛んで、一部で乳用牛経営も行われています。 

施設は、堆肥舎が中心であり、一部に乾燥施設及び強制発酵施設があり、比較的

規模の小さな処理施設が整備されています。 

本地域の農業は、うめなどの果樹、野菜、花き、水稲等が生産されています。 

利用の促進にあたっては、堆肥舎の集約やストックヤードの整備等、地域の実情

に応じた施設整備を推進するものとします。 
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第３ 家畜排せつ物の利用の促進に関する技術の研修の実施その他の技

術向上に関する事項 

 

１ 技術開発 

本県では、家畜排せつ物の利用促進を図るため、地域の未利用資源を活用した堆肥

化技術など、畜産試験場を中心に堆肥化技術の開発に努めてきました。 

今後も、耕種農家のニーズに対応した堆肥生産をはじめ、未利用資源の活用、家畜

排せつ物処理施設からの臭気低減等、耕畜連携による環境保全型農業に係る技術開発

の推進に努めるものとします。 

 

２ 指導体制の整備 

開発された技術、関連情報を速やかに生産現場に普及させるためには、振興局、家

畜保健衛生所、畜産試験場及び市町村、農業協同組合などの職員に対する技術研修会

等の開催に努めるものとします。 

また、堆肥の利用方法等については、耕種部門の関係者の理解が重要であることか

ら、一層の連携に努めるものとします。 

 

３ 畜産農家及び耕種農家の技術習得 

 開発された技術が実際に生産現場で活用されるよう、畜産農家及び堆肥を利用する

耕種農家は、技術研修会などに参加するとともに環境保全に関する畜産や農業の技術

開発に留意し、その技術や知識の習得に努めるものとします。 
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第４ その他家畜排せつ物の利用の促進に関し必要な事項 

 

１ 消費者等の理解の醸成 

本県畜産業の健全な発展を図るためには、家畜排せつ物が発生する家畜の飼養現場

の状況や、臭気等に係る畜産環境対策に対する畜産農家の取組や努力について、消費

者や地域住民の理解を深めることが重要です。 

このため、市町村、生産者団体等とも連携し、堆肥を使って生産された地場農産物

の学校給食への供給、地域で生産される堆肥を施用した農産物の地産地消、堆肥等の

利用を含む資源循環を基本とした畜産業の社会的意義について理解の醸成に努めま

す。 

 

２ 家畜防疫の観点からの適切な堆肥化の徹底等による防疫対策の強化 

家畜防疫の観点からも、堆肥化を適切に行うための対策を講じることが重要です。

このため、野生動物等が家畜排せつ物に接触して病原体が拡散する可能性や、堆肥が

野生動物等により汚染される可能性について、家畜保健衛生所による巡回指導等を活

用して、注意喚起を図ります。 

また、家畜排せつ物及び堆肥の運搬にあたっては、運搬車両を通じて家畜疾病の病

原体が伝播する可能性があることを考慮し、堆肥等の散逸防止、車両の消毒、運搬ル

ートの検討等に努めるよう指導します。 

 

３ 災害の予防等の推進 

暴風や地震等の災害の対応として、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）や畜舎

等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和３年法律第 34 号）の規定を遵守する

ことで、災害への対応及び作業員の安全を確保できる強度を確保するよう指導します。 

 


